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公的職業訓練の実施

再就職や転職を目指す方、働こうとする若者

や障害のある方が、仕事に必要な知識やス

キルを身につけられる職業訓練を全国で実

施しています。

キャリア形成の支援

キャリアコンサルティングの推進や、受講し

た講座の費用を助成する教育訓練給付等

により、労働者の主体的なキャリア形成を支

援しています。

企業の人材育成の支援

企業が社員に実施した訓練の費用の助成

や、知事が認定した企業における訓練の費

用の補助により、企業の人材育成を支援して

います。

職業能力の評価と振興

130の職種で、仕事に必要な知識やスキルを

測る技能検定試験を実施するとともに、全国

の選手がその技を競う技能競技大会を実施

しています。

海外の人材育成

海外から人材を受け入れ、0 J Tを通じて知

識やスキルを移転する技能実習制度により、

開発途上地域等の経済発展を担う人材育成

に協力しています。

A電気めっきの作業を学ぶ技能実習生
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人づくりを通じて職業の安 定と

経 済 社 会の発 展 に 貢 献 す る

政策紹介

公的職業訓練等で再就職や
スキルアッブを支援

全国の職業訓練機関を通じて、再就職や転職を目指す

方、働こうとする若者や障害のある方が必要な知識とス

キルを身につけ、希望に応じた仕事に就けるように、多様

な職業訓練(製造や建設等のものづくり分野、介護等の

サー ビス分野など)を実施しています。近年は、非正規雇

用労働者の正社員就職や、子育て中の女性の再就職を支

援するための訓練 コースの充実を進めているほか、 l T

利活用人材の育成など、時代のニー ズに応じた職業訓練

への対応も強化しています。こうした訓練コー スは、離職

者向けの公的職業訓練の場合は無料 ※で受けることがで

きます。

また、一定のスキルを持つ方々がより高度な専門的知

識の習得やスキルの向上を図るための訓練の実施や、人

材育成に取り組む企業

や労働者の自主的な取

組 へ の支援を充実させ

ることで、労働者の一 層

のスキルアップや生産

性の向上を目指してい

ます A 口ポット生産システムコー ス

※テキスト代は有料です.

職業能力の「見える化」の
促進と技能の振興

仕事に必要な知識やスキルを身につけ、その向上を

図るためには、能力を測る物差しとなる評価の仕組みが

重要となりますが、技能

検 定 は こ う し た 仕 組 み

の 一 つです。我が国の

経 済 活 動 を 支 え る 1 3 0

の 職 種 で 試 験 が 行 わ

れ 、 学 生 や 労 働 者 が 目
A第59回技能五輪全国大会の様子

(機械組立て)

我が国の経済活動を支える労働者や、これから働こうとする若者、転職・

再就職を目指す方々などに対し、仕事に必要な知識やスキルの習得・向
uur iv 1 i ssion 、、、

上を図るための支援を行うとともに、労働者のスキルアップに取り組む

企業を支援することで、安定した就職や雇用を促します。こうした支援に

より、仕事を通じて自らの能力を存分に発揮し、いきいきと活躍できる社

会の実現と経済の発展を目指します。

標を持つて能力の向上を図ることができるものとなって

おり、企業における人材育成にも利用されています。

また、若者が技の日本一を競う技能五輪全国大会の

開催や、その道で第一人者と目されている技能者を表彰

する「卓越した技能者(現代の名工)」制度により、技能フ」'(

準の一層の向上や技能の振興を図つています。

若者や就職氷河期世代の方々の
安定した雇用等を支援

若者が安定した仕事

に就き、その能力を発

揮 で き る よ う に 、 「 新 卒

応援ハ口一 ワ ー ク」等を

通じて、きめ細かな就職

支援を行つています。特

に 、 新 卒 時 に 適 職 を 選

Hot Topics

A卓越した技能者の表彰式

'デジタル人材の育成

択できるよう、若者雇用促進法に基づき、職場情報の提

供や、若者の採用・育成に積極的な中小企業を認定する

仕組みを設けています。

また、いわゆるニ ー ト状態にある方々西
、 上 - _ 「 ロ ー ●の職業的自 、, を支援するため、 地 域 右

者サポー トステーション」を通じた相談 、0、 ? ?・ l1ljliS1

等の支援を進めています。 〇〇oF

さらに、就職氷河期世代の方々に対A 若者の採用.育成に

しては、社会全体で支援する気連づくり 積極的に要り組んで
いる中小正業に対す

を進め、働くことや社会参加の支援に取 る国の認定マー ク

り組んでいます

デジタル化をはじめとした急速かつ広範な技術革新の進展や労働力

不足に対応するた,11l)、デジタル人材の育成が急務となっています。

このため、厚生労働省では、職業訓練や教育訓練給付制度、企業への

助成制度において、デジタル分野への重点化等を行つており、成長分野

を支える人材の育成に取り組んでいます。

四地域若者サポー トステー ションにおける支援の様子

A情報系の職業訓練の様子

人への投資を抜本的に強化し、学び直しや職業訓練を支援し、再就職や正社員化、ステップアップを進めるた,め、3年間

で4,000億円規模の施策パッケージを新たに創設することとしました。

民間企業や働く労働者の方から広く募つたアイデアなどを踏まえ、教育訓練の内容の充実や受講しやすい環境の整備

などに取り組んでいます。
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